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1.  平成24年3月期の連結業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 309,004 92.2 6,272 26.8 7,485 23.3 2,526 △30.2

23年3月期 160,788 30.2 4,947 114.1 6,068 82.5 3,621 134.4

（注）包括利益 24年3月期 6,704百万円 （283.3％） 23年3月期 1,749百万円 （△43.6％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 営業収益営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 59.91 ― 4.6 6.3 2.0
23年3月期 85.85 ― 6.9 7.1 3.1

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  657百万円 23年3月期  304百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 151,115 79,558 38.2 1,368.47
23年3月期 88,363 55,360 60.2 1,260.69

（参考） 自己資本   24年3月期  57,708百万円 23年3月期  53,164百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 2,719 △13,901 2,149 23,646
23年3月期 5,675 1,295 2,566 25,089

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 9.00 ― 9.00 18.00 759 21.0 1.4
24年3月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00 843 33.4 1.5

25年3月期(予想) ― 11.00 ― 11.00 22.00 18.6

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日） 
 

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 180,300 17.6 4,500 77.3 4,500 40.9 3,100 73.5 73.51
通期 370,000 19.7 9,500 51.5 9,500 26.9 5,000 97.9 118.57
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※  注記事項 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有  

※詳細は、添付資料16ページ「（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

※１株当たり当期純利益（連結）の算定上の基礎となる株式数については、添付資料48ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 10社 （社名） Yusen Logistics (UK) Ltd. 他９社 、 除外 2社 （社名）
Yusen Air & Sea Service (France) S.A.
S. 他１社

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無

② ①以外の会計方針の変更  ： 無

③ 会計上の見積りの変更  ： 無

④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 42,220,800 株 23年3月期 42,220,800 株

② 期末自己株式数 24年3月期 50,862 株 23年3月期 50,734 株

③ 期中平均株式数 24年3月期 42,170,022 株 23年3月期 42,170,233 株

（参考）個別業績の概要 

平成24年3月期の個別業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 77,331 8.7 999 ― 2,693 118.1 537 △45.0

23年3月期 71,149 27.3 △412 ― 1,235 10.3 977 219.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

24年3月期 12.74 ―

23年3月期 23.17 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 55,045 26,223 47.6 621.83
23年3月期 50,176 26,474 52.8 627.80

（参考） 自己資本 24年3月期  26,223百万円 23年3月期  26,474百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表に対する監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化
等により上記予想数値と異なる場合があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等について、添付資料３ページ「１．
経営成績（１）経営成績に関する分析 次期の見通し」をご覧ください。 
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（１）経営成績に関する分析 

① 当期の概況 

 当連結会計年度における経済環境は、米国の不安定な雇用環境による個人消費の低迷や欧州の長期化する債務問

題、アジア経済の成長鈍化の他に、日本やタイで発生した大規模な自然災害もあり、変化の激しい不安定な状況が

続きました。特に東日本大震災ではアジアだけに留まらず、世界的なサプライチェーンの寸断に繋がり貨物需要が

一時的に停滞する等、国際物流を営む当社グループにとって厳しい経営環境を余儀なくされました。東日本大震災

やタイ洪水の復旧需要で一時的に貨物取扱量が増えた地域もありましたが、国際物流マーケットは総じて低調に推

移しました。 

 こうした環境の下、当社グループにおいては、日本郵船の物流事業との統合により、ロジスティクス及び海上貨

物の営業収益は前期実績に対し大きく増加しましたが、期初計画に対しては下回る結果となりました。また、貨物

取扱量はマーケットを反映し伸び悩みました。 

 これらの結果、当社グループの当期の連結業績は次のとおりとなりました。 

  

② セグメントの業績 

１．日本 

 航空フォワーディングにおける輸出貨物の取扱いは、上半期は東日本大震災の影響を受けて自動車関連部品を

中心に荷動きが低迷しました。下半期にはタイ洪水の復旧需要もあり荷動きは回復しましたが、当期の取扱重量

は対前期比6.3％の減少となりました。輸入貨物取扱件数は、上半期は東日本大震災の影響が続きアジアからの

自動車関連部品や電子・電気機器関連品等の荷動きが滞りました。下半期に入り荷動きは回復傾向にありました

が前期の取扱実績を上回るまでには至らず対前期比8.3％の減少となりました。 

 海上フォワーディングについては、タイ洪水の影響を受けて一時的に荷動きが停滞しましたが、事業統合によ

る規模の拡大により、貨物取扱量は増加いたしました。 

 旅行事業は、東日本大震災の影響を受けて旅行マーケットが停滞した時期もありましたが、法人業務渡航は堅

調に推移しました。 

 これらの結果、国内連結子会社を含めた営業収益は83,761百万円（対前期比7.9％増）、セグメント利益（営

業利益）は1,675百万円（同402.7％増）となりました。 

  

２．米州 

 航空フォワーディングにおける輸出貨物は、上半期にアジア向けの自動車関連部品や医療機器関連品の取扱い

が安定しておりましたが、当期の取扱重量は対前期比3.4％の減少となりました。輸入貨物取扱件数は、上半期

に減少傾向を示しましたが、下半期にはアジアからの電子・電気機器関連品や自動車関連部品の取扱いが順調に

増加した結果、対前期比0.3％の減少になりました。 

 海上フォワーディングは、事業の統合効果に加え自動車関連部品等の取扱いが安定的に推移し、当期の貨物取

扱量は増加いたしました。 

 ロジスティクスにおいては、上半期に苦戦した陸上輸送部門はコスト削減に注力し一定の成果を上げることが

できましたが、倉庫部門は第４四半期の販売不振に加え、決算に伴う一時費用が発生しました。 

 これらの結果、営業収益は70,056百万円（対前期比420.0％増）、セグメント損失（営業損失）は577百万円

（前期はセグメント利益 749百万円）となりました。 

 なお、１ドルあたりの円換算レートは当期が79.06円、前期が86.04円であります。 

  

１．経営成績

  （単位：百万円未満四捨五入） 

  平成24年３月期 平成23年３月期 
対前期比 

増減 増減比 

営業収益  309,004  160,788  148,216 ％ 92.2

営業利益  6,272  4,947  1,325 ％ 26.8

経常利益  7,485  6,068  1,417 ％ 23.3

当期純利益  2,526  3,621  △1,095 ％ △30.2
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３．欧州 

 航空フォワーディングにおける輸出貨物取扱重量は、医療機器関連品や自動車関連部品等を中心に安定的に推

移し、対前期比0.5％の減少となりました。輸入貨物取扱件数は、第４四半期に入りアジア発の自動車関連部品

や電子・電気機器関連品等を中心に減少し、対前期比9.4％の減少となりました。 

 海上フォワーディングについては、欧州経済の減速を反映してマーケットの荷動きは減少傾向にありました

が、当期の貨物取扱量は事業統合効果により大幅に増加いたしました。 

 ロジスティクスは、第３四半期まではクリスマス需要を取込む等堅調に推移したものの、第４四半期は在庫一

掃の閑散期にあたり販売は低迷しました。一方、事業統合により営業収益は対前期比で大幅に増加しました。 

 これらの結果、営業収益は76,822百万円（対前期比411.4％増）、セグメント利益（営業利益）は924百万円

（同75.2％増）となりました。 

 なお、１ユーロあたりの円換算レートは当期が110.20円、前期が113.22円であります。   

  

４．東アジア 

 航空フォワーディングにおける輸出貨物の取扱いは、上半期では東日本大震災によるサプライチェーンの寸断

の影響を受け減少しました。下半期に入り携帯端末をはじめとした電子・電気機器関連品を中心に貨物取扱量は

回復しましたが、当初期待した水準には至らず当期の取扱重量は対前期比12.0％の減少となりました。輸入貨物

取扱件数は、第４四半期に自動車関連部品や事務機器関連品等の荷動きが停滞したこと等により対前期比10.6％

の減少となりました。 

 海上フォワーディングは、統合による事業拡大があり取扱量は増加傾向を示したものの、下半期は欧米景気の

低迷により製品輸出が停滞し、アジア域内における電子・電気機器関連品の輸出入取扱いも伸び悩みました。 

 これらの結果、営業収益は39,884百万円（対前期比25.8％増）、セグメント利益（営業利益）は2,114百万円

（同5.6％増）となりました。 

  

５．南アジア・オセアニア 

 航空フォワーディングにおける輸出貨物取扱重量は、上半期においては東日本大震災によるサプライチェーン

の寸断の影響を受けて減少しました。下半期は自動車関連部品や工場設備の機材機器等の復旧需要により、対前

期比9.8％の増加となりました。輸入貨物取扱件数は、タイ洪水による交通遮断の影響で同国への輸入が大きく

減少した時期もあり、対前期比6.3％の減少となりました。 

 海上フォワーディングは、事業統合によりアジア域内取引が拡大し、貨物取扱いは堅調に推移いたしました。

 ロジスティクスは、下半期に事業統合したタイにおいて陸上輸送や倉庫ビジネスへと事業領域が広がり、国際

フォワーディングとセットにした総合的な一貫物流サービスの提供が可能となり営業収益が増加しました。 

 これらの結果、営業収益は42,440百万円（対前期比64.9％増）、セグメント利益（営業利益）は2,331百万円

（同72.5％増）となりました。  

  

③ 次期の見通し 

 米国経済は雇用環境の改善など景気の先行きに緩やかながらも回復の兆しが見られますが、欧州経済は財政危機

問題が長期化しており先行き不透明な状況が続いています。また、アジアの新興国においては成長テンポに減速感

が見られております。 

 このような状況の下、当社グループは、2012年４月の中国、マレーシア法人等の連結子会社化により事業統合が

完結し、お客様の多様化する物流ニーズにお応えできる体制が整いました。 

 これらの経営環境を踏まえた次期の連結業績の見通しは、次のとおりであります。 

  

  （単位：百万円未満四捨五入） 

  平成25年３月期 平成24年３月期 
対前期比 

増減 増減比 

営業収益  370,000  309,004  60,996 ％ 19.7

営業利益  9,500  6,272  3,228 ％ 51.5

経常利益  9,500  7,485  2,015 ％ 26.9

当期純利益  5,000  2,526  2,474 ％ 97.9
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④ 中期経営計画「GO FORWARD, Yusen Logistics」の見直し及び進捗状況について 

中期経営計画の定量目標の見直し 

 欧州の債務問題、アジアの成長鈍化及び日米経済の不安定等により、期待していた経済成長が見込めなくなり、ま

た急激な円高等により、平成23年３月に公表しました中期経営計画「GO FORWARD, Yusen Logistics」について２年

目（平成25年３月期）及び最終年度（平成26年３月期）の定量目標を次のとおり見直しました。   

  （単位：百万円未満四捨五入） 

  

平成24年３月期の進捗状況 

 当社は平成22年12月22日付「日本郵船と郵船ロジスティクスの海外事業統合に関する基本契約の締結について」で

お知らせしたとおり、各国又は各地域において海外事業の統合を順次行ないました。 

 業績の達成状況は、世界経済の停滞及び自然災害の影響等により日本及びアジア発を中心に物流マーケットが停滞

し、欧米におけるロジスティクス事業も初年度の計画を大きく下回りました。この結果、平成24年３月期は上記のと

おり目標を大幅に下回る結果となりました。 

 一方で、中期経営計画に沿って成長が期待される新興市場や重点強化地域への拠点展開を行い、カンボジアに駐在

事務所、中国に鄭州分公司等を設立しました。 

      

（２）財政状態に関する分析 

 当連結会計年度末における総資産は151,115百万円となり、前連結会計年度末に比べ62,752百万円、71.0％の 

増加となりました。これは、現金及び預金が2,366百万円減少した一方で、受取手形及び営業未収入金が 

31,668百万円、有形固定資産が22,750百万円増加したことが主な要因です。 

 負債は71,557百万円となり、前連結会計年度末に比べ38,554百万円、116.8％の増加となりました。これは、  

支払手形及び営業未払金が14,938百万円、長期借入金が7,660百万円それぞれ増加したことが主な要因です。 

 純資産は利益剰余金の増加や為替換算調整勘定の減少等により79,558百万円となり、自己資本比率は38.2％とな

りました。   

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、2,719百万円の営業活動による収

入、13,901百万円の投資活動による支出、及び2,149百万円の財務活動による収入に、主に日本郵船株式会社との

海外物流事業統合による新規連結に伴う資金の期首残高増加額等を加味した結果、前連結会計年度末に比べ1,443

百万円減少し23,646百万円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況とそれぞれの増減要因は次のとおりであります。 

  

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は2,719百万円（前連結会計年度比2,956百万円減）となり

ました。 

 これは主に営業債権の増加額4,132百万円（前連結会計年度比2,154百万円増）、その他の減少額1,860百万円

（前連結会計年度はその他の増加額44百万円）及び法人税等の支払額2,937百万円（前連結会計年度比1,377百万円

増）を計上した一方で、税金等調整前当期純利益6,673百万円（同786百万円増）及び減価償却費4,272百万円（同

2,492百万円増）を計上したこと等によります。 

  

 (投資活動によるキャッシュ・フロー)  

 当連結会計年度において投資活動の結果支出した資金は13,901百万円（前連結会計年度は1,295百万円の収入）

となりました。 

これは主に定期預金の払戻による収入2,767百万円（前連結会計年度比329百万円減）を計上した一方で、子会

社株式の取得による支出10,567百万円、固定資産の取得による支出3,239百万円（前連結会計年度比2,057百万円

増）及び事業譲受による支出2,282百万円（同2,139百万円増）を計上したこと等によります。 

  

  
平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 

目標 実績 達成率 当初目標 業績見通し 当初目標 業績見通し 

営業収益  355,000  309,004 ％87.0  427,000  370,000  500,000  430,000

経常利益  11,500  7,485 ％65.1  15,000  9,500  18,500  13,000

当期純利益  5,200  2,526 ％48.6  6,700  5,000  8,200  5,500
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 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は2,149百万円（前連結会計年度比417百万円減）となりま

した。 

これは主に長期借入金の返済による支出1,399百万円(前連結会計年度比399百万円増）及び配当金の支払額803

百万円（同88百万円増）を計上した一方で、長期借入れによる収入4,000百万円（同500百万円減）を計上したこと

等によります。  

  

 なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりです。 

①自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

②時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産  

③債務償還年数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

④インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により計算しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま 

  す。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としてお 

  ります。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最優先課題と認識しております。利益配分は、業績の許す限り、安

定した配当の実施を基本としています。また、当社グループの将来に向けた事業展開と成長段階を推し量りながら連

結配当性向を考慮して株主への利益還元を一層充実させていくことを基本方針としております。 

 以上の方針に基づき、当期の配当に関しましては、平成24年１月31日に公表した第３四半期決算短信のとおり、１

株当たりの期末配当金を10円とし、年間配当金は平成23年12月５日実施済みの中間配当金10円と合わせ20円といたし

たく存じます。 

 次期の配当に関しましては、上記の連結業績見通しを前提として１株当たり22円の年間配当金を予想しておりま

す。 

 当社は、皆様のご期待に沿うべく企業価値向上を目指しグループの総力を挙げて取り組んでまいりますので、何卒

ご理解を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

   

  平成20年３月期平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期

①自己資本比率（％）  58.7  65.4  63.4  60.2  38.2

②時価ベースの自己資本比率（％）  58.3  60.5  66.6  60.9  37.0

③債務償還年数（年）  0.4  0.2  1.2  0.8  6.3

④インタレスト・カバレッジ・レシオ  92.5  149.2  17.0  192.8  9.5
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 当社の企業集団（当社及び当社の関係会社）は、郵船ロジスティクス株式会社（当社）、日本郵船株式会社（親会

社）、連結子会社56社及び持分法適用会社５社で構成されており、貨物運送事業及び旅行事業を主たる事業とし、グロ

ーバルに事業活動を展開しております。 

 当社グループの事業系統図は次のとおりであります。 

 

  

２．企業集団の状況
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（１）会社の経営の基本方針及び中期的な会社の経営戦略 

 会社の経営の基本方針については、平成23年３月期決算短信（平成23年４月28日開示）により開示を行った内容か

ら重要な変更がないため開示を省略しております。また、中期的な会社の経営戦略についても、平成23年３月31日に

開示した「新中期経営計画「GO FORWARD, Yusen Logistics」策定に関するお知らせ」に詳細を記載しており、開示

を行った内容から重要な変更がないため開示を省略します。一方、目標とする経営指標については連結営業収益及び

連結経常利益で変更ありませんが、前述のとおり中期経営計画最終年度の連結営業収益を5,000億円から4,300億円

に、連結経常利益を185億円から130億円に変更しました。 

 当該開示資料は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ） 

http://www.jp.yusen-logistics.com 

（東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）） 

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 

   

（２）会社の対処すべき課題 

コンプライアンスについて 

 当社は、平成24年４月17日付「米国独占禁止法関連引当金の発生に関するお知らせ」で公表したとおり、米国司法

省から国際航空貨物利用運送サービスに係る米国独禁法違反の嫌疑に関する調査を受け、将来発生しうる損失の合理

的な見積額として1,268百万円を平成24年３月期において引当金として特別損失に計上しました。当社は、中期経営

計画においてグループコンプライアンス体制の再構築を基盤戦略の中核に位置付け積極的に取り組んでおりますが、

国内外のすべてのグループ会社が更にコンプライアンスの充実と強化を図ることを重要な対処すべき課題と認識して

おります。 

  

中期経営計画について 

 当社は、３ヵ年の新中期経営計画「GO FORWARD, Yusen Logistics」を対処すべき課題として掲げております。初

年度は日本郵船の海外物流事業統合を大きな目標に掲げて邁進してまいりましたが、この統合も中国やマレーシア法

人等の連結子会社化をもって概ね完了しました。今後は、統合から融合にむけて、組織・体制のハード面の統合から

世界の全社員がお客様の物流ニーズにきめ細かく対応できる知見やノウハウ等のソフト面の融和へと進展させ、中期

経営計画の定量目標を達成することを経営の最優先課題として認識しております。 

  

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 27,075 24,709

受取手形及び営業未収入金 30,169 ※4  61,837

貯蔵品 35 153

繰延税金資産 841 1,471

その他 2,958 6,715

貸倒引当金 △195 △978

流動資産合計 60,883 93,907

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 17,582 ※2  35,852

減価償却累計額 △8,711 △15,784

建物及び構築物（純額） 8,871 20,068

機械装置及び運搬具 1,015 13,118

減価償却累計額 △774 △9,460

機械装置及び運搬具（純額） 241 3,658

工具、器具及び備品 4,368 10,116

減価償却累計額 △3,185 △7,269

工具、器具及び備品（純額） 1,183 2,847

土地 6,716 13,020

建設仮勘定 5 173

有形固定資産合計 17,016 39,766

無形固定資産   

のれん 52 2,881

その他 1,048 3,154

無形固定資産合計 1,100 6,035

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  2,478 ※1  3,504

繰延税金資産 2,254 2,546

その他 ※1  4,940 ※1  5,677

貸倒引当金 △308 △320

投資その他の資産合計 9,364 11,407

固定資産合計 27,480 57,208

資産合計 88,363 151,115
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 15,328 30,266

短期借入金 － ※2  1,213

未払法人税等 1,046 1,212

繰延税金負債 2 350

賞与引当金 1,615 2,048

独禁法関連引当金 － 1,268

その他 4,547 16,223

流動負債合計 22,538 52,580

固定負債   

長期借入金 4,500 12,160

繰延税金負債 75 304

退職給付引当金 3,617 4,046

役員退職慰労引当金 356 383

独禁法関連引当金 1,728 1,728

負ののれん 2 0

その他 187 356

固定負債合計 10,465 18,977

負債合計 33,003 71,557

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,301 4,301

資本剰余金 4,812 4,733

利益剰余金 51,375 56,456

自己株式 △69 △69

株主資本合計 60,419 65,421

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 142 154

在外子会社の年金債務調整額 － △50

為替換算調整勘定 △7,397 △7,817

その他の包括利益累計額合計 △7,255 △7,713

少数株主持分 2,196 21,850

純資産合計 55,360 79,558

負債純資産合計 88,363 151,115
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業収益 160,788 309,004

営業原価 124,514 257,296

営業総利益 36,274 51,708

販売費及び一般管理費 ※1  31,327 ※1  45,436

営業利益 4,947 6,272

営業外収益   

受取利息 116 173

受取配当金 28 82

為替差益 570 508

持分法による投資利益 304 657

負ののれん償却額 3 2

その他 197 468

営業外収益合計 1,218 1,890

営業外費用   

支払利息 20 285

固定資産除却損 43 52

その他 34 340

営業外費用合計 97 677

経常利益 6,068 7,485

特別利益   

投資有価証券売却益 35 38

貸倒引当金戻入額 14 －

会員権売却益 5 －

負ののれん発生益 － 498

特別利益合計 54 536

特別損失   

投資有価証券評価損 155 17

固定資産売却損 － ※2  25

減損損失 ※3  66 －

会員権評価損 3 5

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 11 －

独禁法関連損失 － 33

独禁法関連引当金繰入額 － ※4  1,268

特別損失合計 235 1,348

税金等調整前当期純利益 5,887 6,673

法人税、住民税及び事業税 1,968 2,299

法人税等調整額 △140 663

法人税等合計 1,828 2,962

少数株主損益調整前当期純利益 4,059 3,711

少数株主利益 438 1,185

当期純利益 3,621 2,526
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（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 4,059 3,711

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △18 12

為替換算調整勘定 △2,233 △88

持分法適用会社に対する持分相当額 △59 △176

在外子会社の年金債務調整額 － △64

持分変動差額 － 3,309

その他の包括利益合計 △2,310 ※1  2,993

包括利益 1,749 6,704

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 1,437 5,413

少数株主に係る包括利益 312 1,291
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 4,301 4,301

当期末残高 4,301 4,301

資本剰余金   

当期首残高 4,812 4,812

当期変動額   

事業譲受による変動 － △79

当期変動額合計 － △79

当期末残高 4,812 4,733

利益剰余金   

当期首残高 47,691 51,375

当期変動額   

剰余金の配当 △716 △801

当期純利益 3,621 2,526

在外連結子会社の現地会計基準適用に伴う
年金数理差異の当期発生額 216 －

連結範囲の変動 － 53

連結子会社の決算期変更に伴う増減 563 －

持分変動差額 － 3,309

その他 － △6

当期変動額合計 3,684 5,081

当期末残高 51,375 56,456

自己株式   

当期首残高 △68 △69

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 △1 △0

当期末残高 △69 △69

株主資本合計   

当期首残高 56,736 60,419

当期変動額   

剰余金の配当 △716 △801

当期純利益 3,621 2,526

自己株式の取得 △1 △0

事業譲受による変動 － △79

在外連結子会社の現地会計基準適用に伴う
年金数理差異の当期発生額 216 －

連結範囲の変動 － 53

連結子会社の決算期変更に伴う増減 563 －

持分変動差額 － 3,309

その他 － △6

当期変動額合計 3,683 5,002

当期末残高 60,419 65,421
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 160 142

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △18 12

当期変動額合計 △18 12

当期末残高 142 154

在外子会社の年金債務調整額   

当期首残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △50

当期変動額合計 － △50

当期末残高 － △50

為替換算調整勘定   

当期首残高 △5,228 △7,397

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,169 △420

当期変動額合計 △2,169 △420

当期末残高 △7,397 △7,817

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △5,068 △7,255

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,187 △458

当期変動額合計 △2,187 △458

当期末残高 △7,255 △7,713

少数株主持分   

当期首残高 1,995 2,196

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 201 19,654

当期変動額合計 201 19,654

当期末残高 2,196 21,850

純資産合計   

当期首残高 53,663 55,360

当期変動額   

剰余金の配当 △716 △801

当期純利益 3,621 2,526

自己株式の取得 △1 △0

事業譲受による変動 － △79

在外連結子会社の現地会計基準適用に伴う年
金数理差異の当期発生額 216 －

連結範囲の変動 － 53

連結子会社の決算期変更に伴う増減 563 －

持分変動差額 － 3,309

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,986 19,196

その他 － △6

当期変動額合計 1,697 24,198

当期末残高 55,360 79,558
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 5,887 6,673

減価償却費 1,780 4,272

固定資産売却損益（△は益） 6 △13

固定資産除却損 43 52

減損損失 66 －

のれん償却額 16 89

持分法による投資損益（△は益） △304 △657

賞与引当金の増減額（△は減少） 280 102

退職給付引当金の増減額（△は減少） 72 216

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △1 27

貸倒引当金の増減額（△は減少） △85 238

独禁法関連引当金の増減額（△は減少） － 1,268

受取利息及び受取配当金 △145 △255

支払利息 20 285

為替差損益（△は益） △17 49

投資有価証券売却損益（△は益） △35 △38

投資有価証券評価損益（△は益） 155 17

会員権売却損益（△は益） △5 －

会員権評価損 3 5

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 11 －

営業債権の増減額（△は増加） △1,978 △4,132

営業債務の増減額（△は減少） 1,302 △752

その他 44 △1,860

小計 7,115 5,586

利息及び配当金の受取額 149 356

利息の支払額 △29 △286

法人税等の支払額 △1,560 △2,937

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,675 2,719

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △2,375 △1,927

定期預金の払戻による収入 3,096 2,767

貸付けによる支出 △6,204 △183

貸付金の回収による収入 7,965 1,212

固定資産の取得による支出 △1,182 △3,239

固定資産の売却による収入 22 613

投資有価証券の取得による支出 △12 △41

投資有価証券の売却による収入 74 －

子会社株式の取得による支出 － △10,567

関係会社株式の取得による支出 － △140

関係会社株式の売却による収入 － 54

会員権の売却による収入 6 －

事業譲受による支出 △143 △2,282

その他 48 △168

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,295 △13,901
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △45 788

長期借入れによる収入 4,500 4,000

長期借入金の返済による支出 △1,000 △1,399

リース債務の返済による支出 △53 △233

配当金の支払額 △715 △803

少数株主への配当金の支払額 △120 △192

その他 △1 △12

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,566 2,149

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,123 △207

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,413 △9,240

現金及び現金同等物の期首残高 16,740 25,089

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 180

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 7,617

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物
の期首残高増減額（△は減少）

△64 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  25,089 ※1  23,646
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 該当事項はありません。 

  

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

摘要 
当連結会計年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 （１）連結子会社の数 56社 

主要な連結子会社の名称 

Yusen Logistics（Americas）Inc. 

Yusen Logistics (UK) Ltd. 

Yusen Logistics（Hong Kong）Limited 

Yusen Logistics（Singapore）Pte.Ltd. 

郵船トラベル株式会社 

  

（異動の状況） 

 Yusen Air & Sea Service (Czech) s.r.o.、Yusen Air & Sea Service 

Logistics (Shanghai) Co.,Ltd.及びYusen Air & Sea Service Logistics 

(Suzhou) Co.,Ltd.は、重要性が増したため第１四半期連結会計期間より 

連結の範囲に含めております。 

 また、当社と日本郵船株式会社は海外物流事業の再編と統合を実施いた

しました。日本郵船株式会社の連結子会社を存続会社とする吸収合併及び

同社の連結子会社の株式取得のため、第１四半期連結会計期間より次の会

社を連結の範囲に含めております。 

 ・NYK LOGISTICS (AMERICAS) INC. (INSD) 

 ・ETA TOO, INC. 

 ・Yusen Logistics Transporte S.A. de C.V. 

 ・BRUNI INTERNATIONAL DE MEXICO, S.A. DE C.V. 

 ・AKTC DE MEXICO, S.A. DE C.V. 

 ・Yusen Logistics (UK) Ltd. 

 ・Yusen Logistics (Deutschland) GmbH 

 ・Yusen Logistics (Italy) S.P.A. 

 ・Yusen Logistics (Iberica) S.A. 

 ・Yusen Logistics (Polska) Sp.z o.o. 

 ・Yusen Logistics (Hungary) KFT. 

 ・Yusen Logistics (France) S.A.S. 

 ・Yusen Logistics (Benelux) B.V. 

 ・Yusen Logistics (Edam) B.V. 

 ・Yusen Logistics (Belgium) N.V. 

 ・Yusen Logistics (Czech) s.r.o. 

 ・Yusen Logistics Solutions (Vietnam) Co.,Ltd. 

 ・NANHAI BUSINESS SOLUTIONS PTE LTD. 

 ・NYK LOGISTICS (AUSTRALIA) PTY.LTD. 

 ・Yusen Logistics & Kusuhara Lanka (Pvt.) Ltd. 

 なお、消滅会社であるYusen Air & Sea Service (Benelux) B.V.、Yusen 

Air & Sea Service (France) S.A.S.及びYusen Air & Sea Service 

(Italia) S.r.l.を連結の範囲から除外しております。 
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摘要 
当連結会計年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

   また、第２四半期連結会計期間において、日本郵船株式会社の連結子会

社の株式取得のため、次の会社を連結の範囲に含めております。 

 ・Yusen Logistics RUS LLC 

 ・Yusen Logistics (India) Ltd. 

 ・NYK LOGISTICS CENTER, LTD. 

 なお、NYK LOGISTICS (AMERICAS) INC. (INSD)は、Yusen Logistics 

(Americas) Inc.との吸収合併により、消滅会社となったため、連結の範囲

から除外しております。 
  
 また、第３四半期連結会計期間において、日本郵船株式会社の連結子会

社の株式取得のため、次の会社を連結の範囲に含めております。 

 ・Yusen Logistics (Thailand) Co.,Ltd. 

 ・PT. Puninar Yusen Logistics Indonesia 

  （旧会社名 PT.NYK PUNINAR LOGISTICS INDONESIA) 

 なお、Yusen Air & Sea Service (Deutschland) GmbH.は、Yusen 

Logistics (Deutschland) GmbHとの吸収合併により、消滅会社となったた

め、連結の範囲から除外しております。 

 また、Yusen Air & Sea Service (India) Pvt.Ltd.は、

Yusen Logistics (India) Ltd.との吸収合併により、消滅会社となったた

め、連結の範囲から除外しております。 
  
 また、当第４四半期連結会計期間において、AKTC DE MEXICO, S.A. DE 

C.V.は清算したため連結の範囲から除外しております。 

  （２）主要な非連結子会社の名称 

主要な非連結子会社 

Yusen Travel（U.S.A.）Inc. 

Yusen Travel（Hong Kong）Ltd. 

Yusen Travel（Singapore）Pte.Ltd. 

  （３）非連結子会社について連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社の総資産の合計額、営業収益の合計額、純利益の額のうち持

分の合計額及び利益剰余金等の額のうち持分の合計額は連結会社の総資産の

合計額、営業収益の合計額及び純利益、利益剰余金等の額のうちの持分の合

計額に比していずれも少額であり、全体としても連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため連結の範囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事項 （１）持分法適用の非連結子会社数 ３社 

主要な会社の名称 

Yusen Travel（U.S.A.）Inc. 

Yusen Travel（Hong Kong）Ltd. 

  

（２）持分法適用の関連会社数 ２社 

  主要な会社の名称 

TASCO Berhad 

  

（異動の状況） 

 第３四半期連結会計期間より、LOGISTICS ALLIANCE (THAILAND) 

CO.,LTD.は株式取得により関連会社となったため、持分法適用の範囲に含

めております。 
  
 また、当第４四半期連結会計期間において、Kombinasi Restu (M) 

Sdn.Bhd.は重要性が低下したため、持分法適用の範囲から除外しておりま

す。  
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摘要 
当連結会計年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

  （３）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社 

  主要な持分法を適用していない非連結子会社 

YAS Real Estate (Vietnam) Co.,Ltd 

   主要な持分法を適用していない関連会社 

株式会社デンソー郵船トラベル 

  （４）持分法を適用していない理由 

 持分法非適用の非連結子会社及び関連会社の純利益の額及び利益剰余金等

の額のうち持分の合計額は、連結会社及び持分法適用会社の純利益の額のう

ちの持分の合計額に比して少額であり、また利益剰余金等に及ぼす影響も軽

微であり、全体としても連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため持

分法適用の範囲から除外しております。 

  （５）持分法の適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社につきまして

は、各社の事業年度に係る財務諸表を使用しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

 連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。 

  

*１：連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用しておりますが、連結決算日と

の間に生じた重要な取引につきましては連結上必要な調整が行われておりま

す。  

*２：連結決算日現在で仮決算を実施しております。 

会社名 決算日 

Yusen Logistics RUS LLC  12月31日 *１ 

Yusen Shenda Air & Sea Service（Shanghai）Ltd. 12月31日 *１ 

Yusen Air & Sea Service（Beijing）Co.,Ltd. 12月31日 *１ 

Yusen Air & Sea Service (Guangdong) Ltd. 12月31日 *１ 

Yusen Air & Sea Service Logistics (Shanghai) Co.,Ltd. 12月31日 *１ 

Yusen Air & Sea Service Logistics (Suzhou) Co.,Ltd. 12月31日 *１ 

PT. Yusen Logistics Indonesia 12月31日 *２ 

（旧会社名 PT. Yusen Air & Sea Service Indonesia）   

 ４．会計処理基準に関する事項   

（１）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

（イ）非連結子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法によっております。 

  （ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法によっております。 

  ②デリバティブ 

時価法によっております。 

（２）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法を採用しております。ただし豊岡物流センター、郵船ロジ・福本ビル及

び磐田物流センターの建物及び構築物につきましては、定額法を採用しておりま

す。また、在外連結子会社につきましては、主として見積耐用年数に基づき定額

法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

  建物及び構築物         ３～60年 

  機械装置及び運搬具       ４～６年 

  工具、器具及び備品       ２～20年 
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摘要 
当連結会計年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

  ②無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

  自社利用のソフトウエア     ５年 

  ③リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成

20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

（３）重要な引当金の計上基準 ①貸倒引当金 

 債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につきましては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

  ②賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度

の負担額を計上しております。 

  ③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。 

 なお、過去勤務債務は、発生した連結会計年度において一括費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（主として10年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

  ④役員退職慰労引当金 

 連結財務諸表提出会社及び連結子会社３社は、役員の退職慰労金の支給に充て

るため、それぞれ内規に基づく年度末要支給額を計上しております。 

  ⑤独禁法関連引当金 

（イ） 米国独占禁止法に関して、将来発生しうる損失の現時点での見積額を計

上しております。 

（ロ） 独占禁止法第３条の規定の違反に係る課徴金納付命令に備えるため、本

命令に基づいた損失見積額を計上しております。 

（４）のれんの償却方法及び償却期

間 

 のれんの償却につきましては、１～20年間の均等償却を行っております。 

（５）連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなります。 

（６）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理の方法 

 税抜方式によっております。 
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（７）表示方法の変更

当連結会計年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

（連結損益計算書） 

１．前連結会計年度において営業収益は事業の種類ごとに区分掲記しておりましたが、当連結会計年度では金額的重要

性及び一覧性を考慮して、「営業収益」として一括して掲記する方法に変更しました。この表示方法の変更を反映させ

るため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

 なお、前連結会計年度における事業の種類ごとの営業収益の金額は以下のとおりであります。 

貨物運送業収益   156,945百万円 

旅行業収益      3,732百万円 

その他の事業収益    111百万円 

  

２．前連結会計年度において営業原価は事業の種類ごとに区分掲記しておりましたが、当連結会計年度では金額的重要

性及び一覧性を考慮して、「営業原価」として一括して掲記する方法に変更しました。この表示方法の変更を反映させ

るため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

 なお、前連結会計年度における事業の種類ごとの営業原価の金額は以下のとおりであります。 

貨物運送業原価   123,417百万円 

旅行業原価        230百万円 

その他の事業原価    867百万円 

（８）追加情報

当連結会計年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

（連結包括利益計算書における持分変動差額に関する事項） 

 連結包括利益計算書における持分変動差額は、親会社である日本郵船株式会社との海外物流事業に係る組織再編によ

るものであります。  
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（９）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

投資有価証券（株式） 1,655百万円 

投資その他の資産・その他（出資金） 373百万円 

投資有価証券（株式） 2,628百万円 

投資その他の資産・その他（出資金） 373百万円 

  

２．         ────── 

  

  

  

  

  

  

※２．担保提供資産 

   担保に供している資産は、次のとおりであります。  

    担保付債務は、次のとおりであります。 

  

建物及び構築物 49百万円 

短期借入金 11百万円 

３．偶発債務 

   連結会社以外の会社の取引、借入金について債務保証を行っ

ております。 

従業員 8百万円 

エスワイトラベル株式会社 2百万円 

Yusen Travel（Singapore）Pte.Ltd. 26百万円 

 （S$ ）393,634

計 36百万円 

３．偶発債務 

   連結会社以外の会社の取引、借入金について債務保証を行っ

ております。 

従業員 9百万円 

Yusen Travel（Singapore）Pte.Ltd. 26百万円 

Yusen Logistics Do Brasil Ltda. 20百万円 

Yusen Travel（Hong Kong）Ltd. 7百万円 

計 62百万円 

  

４．         ────── 

  

  

  

  

※４．連結会計年度末日満期手形 

     連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当連結会計年度の末

日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期

手形が連結会計年度末残高に含まれております。 

   

受取手形        4百万円 
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。 

給料及び賞与 14,059百万円 

賞与引当金繰入額 1,319百万円 

退職給付費用 706百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 112百万円 

貸倒引当金繰入額 79百万円 

減価償却費 1,223百万円 

  

給料及び賞与 20,754百万円 

賞与引当金繰入額 1,537百万円 

退職給付費用 882百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 173百万円 

貸倒引当金繰入額 445百万円 

減価償却費 1,894百万円 

 ２．          ───── ※２．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

  

 土地    25百万円 

※３．減損損失 

    当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について

減損損失を計上しております。 

 当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

て、主として事業区分別、営業本部別及び遊休資産にグルーピン

グしております。 

 上記の資産について、売却処分により当該資産グループの回収

可能価額が帳簿価額を著しく下回る見込みであるため、減損損失

を認識いたしました。 

 なお、当該資産グループの回収可能価額は、売却見込額を正味

売却価額として測定しております。 

   

場所 用途 種類 減損損失
（百万円）

大阪府泉佐野市 遊休資産 土地 66

  ３.                    ───── 

      

 ４．          ───── ※４．独禁法関連引当金繰入額 

（追加情報） 

 米国独占禁止法に関して、将来発生しうる損失の現時点での見

積額を計上しております。 
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当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

※１．その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

  

  

  

（連結包括利益計算書関係）

その他有価証券評価差額金：             

 当期発生額       18百万円

 組替調整額       △4  

  税効果調整前         14 

  税効果額             △2  

  その他有価証券評価差額金        12  

為替換算調整勘定：             

 当期発生額    △88  

 組替調整額         -  

  税効果調整前     △88  

  税効果額              -  

  為替換算調整勘定    △88  

持分法適用会社に対する持分相当額：             

 当期発生額     △176  

在外子会社の年金債務調整額：             

 当期発生額     △113  

 組替調整額         -  

  税効果調整前      △113 

  税効果額              49  

  在外子会社の年金債務調整額      △64  

持分変動差額：             

 当期発生額     3,309  

 組替調整額         -  

  税効果調整前      3,309 

  税効果額               -  

  持分変動差額     3,309  

   その他の包括利益合計         2,993  
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前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度
期首株式数（千株） 

当連結会計年度
 増加株式数（千株） 

当連結会計年度 
 減少株式数（千株） 

 当連結会計年度末
 株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  42,221  －  －  42,221

合計  42,221  －  －  42,221

自己株式         

普通株式（注）  50  1  －  51

合計  50  1  －  51

  
（決議） 株式の種類 配当金の総額

（百万円） 
１株当たり配当額

（円） 基準日 効力発生日

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  337  8 平成22年３月31日 平成22年６月30日 

平成22年10月29日 

取締役会 
普通株式  379  9 平成22年９月30日 平成22年12月３日 

  
（決議） 株式の種類 配当金の総額

（百万円） 配当の原資
１株当たり配当額

（円） 基準日 効力発生日

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  380 利益剰余金  9 平成23年３月31日 平成23年６月30日 
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当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  

  

  
当連結会計年度
期首株式数（千株） 

 当連結会計年度 
 増加株式数（千株） 

 当連結会計年度 
 減少株式数（千株） 

 当連結会計年度末 
 株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  42,221  －  －  42,221

合計  42,221  －  －  42,221

自己株式         

普通株式（注）  51  0  －  51

合計  51  0  －  51

  
（決議） 株式の種類 配当金の総額

（百万円） 
１株当たり配当額

（円） 基準日 効力発生日

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  380  9 平成23年３月31日 平成23年６月30日 

平成23年10月31日 

取締役会 
普通株式  421  10 平成23年９月30日 平成23年12月５日 

  
（決議） 株式の種類 配当金の総額

（百万円） 配当の原資
１株当たり配当額

（円） 基準日 効力発生日

平成24年６月28日 

定時株主総会 
普通株式  422 利益剰余金  10 平成24年３月31日 平成24年６月29日 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

（平成23年３月31日） （平成24年３月31日）

現金及び預金勘定 27,075百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,986百万円 

現金及び現金同等物 25,089百万円 

現金及び預金勘定 24,709百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,063百万円 

現金及び現金同等物 23,646百万円 
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（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

 １．ファイナンス・リース取引（借主側） 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引  

   所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開

始日が、平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の

賃貸借取引に係る会計処理に準じた方法によっており、その内容

は次のとおりであります。  

 １．ファイナンス・リース取引（借主側） 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引  

                同左 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額 
相 当 額 
（百万円） 

減価償却
累 計 額 
相 当 額 

（百万円） 

期末残高
相 当 額 

 （百万円） 

機械装置及び 
運搬具 55  48 7

工具、器具及び
備品 5  5 0

合計 60  53 7

取得価額
相 当 額 

（百万円） 

減価償却
累 計 額 
相 当 額 

（百万円） 

期末残高
相 当 額 

 （百万円） 

機械装置及び
運搬具 24  22 2

工具、器具及び
備品 5  5 －

合計 29  27 2

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

（２）未経過リース料期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 5百万円 

１年超 2百万円 

合計 7百万円 

１年内 2百万円 

１年超 －百万円 

合計 2百万円 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。    

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。    

（３）支払リース料及び減価償却費相当額 （３）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 8百万円 

減価償却費相当額 8百万円 

支払リース料 5百万円 

減価償却費相当額 5百万円 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法によってお

ります。 

（４）減価償却費相当額の算定方法  

               同左  

 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 1,501百万円 

１年超 3,788百万円 

合計 5,289百万円 

１年内 7,151百万円 

１年超 13,847百万円 

合計 20,998百万円 
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１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達についてはキャッシュマネジメン

トシステムと銀行借入によることを基本方針としております。 

 デリバティブは、後述のリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行いません。 

  

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制  

 営業債権である受取手形及び営業未収入金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社

グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を随時

把握する体制としています。 

 投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する企業の株式で

あり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。 

 営業債務である支払手形及び営業未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。 

 短期借入金は主に営業取引に係る資金調達です。 

 長期借入金は主に設備投資や事業統合に係る資金調達です。 

 デリバティブ取引は、主として外貨建ての借入金や営業債権・債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的

とした先物為替予約取引です。デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っ

ており、デリバティブの利用にあたっては、取引相手の倒産等によって契約不履行となることで被る損失に係る信用

リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。 

 また、営業債務や借入金は流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）に晒されていますが、グ

ループ各社が月次で資金繰計画を作成する等の方法により管理しております。 

  

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明  

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて

おります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当

該価額が変動することがあります。また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関す

る契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 

  

２．金融商品の時価等に関する事項 

 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて

困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注）２．参照）。 

  

 前連結会計年度（平成23年３月31日） 

(*1) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、（ ）で示しております。 

  

（金融商品関係）

  
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1) 現金及び預金  27,075  27,075  －

(2) 受取手形及び営業未収入金  30,169  30,169  －

(3) 投資有価証券       

     その他有価証券  579  579  －

資産計  57,823  57,823  －

(1) 支払手形及び営業未払金  15,328  15,328  －

(2) 未払法人税等  1,046  1,046  －

(3) 長期借入金  4,500  4,500  －

負債計  20,874  20,874  －

デリバティブ取引 (*1)  28  28  －
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 当連結会計年度（平成24年３月31日） 

(*1) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、（ ）で示しております。 

  

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項  

 資産 

 (1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び営業未収入金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 (3)投資有価証券 

 これらの時価について、株式及び債券は取引所の価格によっております。有価証券はその他有価証券として保 

有しており、これに関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。 

  

 負債 

 (1)支払手形及び営業未払金、(2)短期借入金、並びに(3)未払法人税等 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

  

 (4)長期借入金 

 これらは主に変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額と近似していると考えら

れるため、当該帳簿価額によっております。 

  

 デリバティブ取引 

 注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。 

  

   ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

  

 これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること等ができず、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

  

  
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1) 現金及び預金  24,709  24,709  －

(2) 受取手形及び営業未収入金  61,837  61,837  －

(3) 投資有価証券       

     その他有価証券  614  614  －

資産計  87,160  87,160  －

(1) 支払手形及び営業未払金  30,266  30,266  －

(2) 短期借入金  1,213  1,213  －

(3) 未払法人税等  1,212  1,212  －

(4) 長期借入金  12,160  12,160  －

負債計  44,851  44,851  －

デリバティブ取引 (*1)  (12)  (12)  －

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 

 当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

非上場株式  244  262
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   ３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度（平成23年３月31日） 

  

当連結会計年度（平成24年３月31日）  

  

   ４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

前連結会計年度（平成23年３月31日） 

  

当連結会計年度（平成24年３月31日） 

  

  
１年以内 

（百万円） 

１年超５年以内 

（百万円） 

５年超10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

現金及び預金    27,075    －  －  －

受取手形及び営業未収入金  30,169  －  －  －

投資有価証券         

 その他有価証券のうち満期があるもの  

  債券（国債）  －  42  －  －

合計  57,244  42  －  －

  
１年以内 

（百万円） 

１年超５年以内 

（百万円） 

５年超10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

現金及び預金    24,709    －  －  －

受取手形及び営業未収入金  61,837  －  －  －

投資有価証券         

 その他有価証券のうち満期があるもの  

  債券（国債）  －  60  －  －

合計  86,546  60  －  －

  
１年以内 

（百万円） 

１年超 

２年以内 

（百万円） 

２年超 

３年以内 

（百万円） 

３年超 

４年以内 

（百万円） 

４年超 

５年以内  

（百万円） 

５年超  

（百万円） 

長期借入金  －  －  －  2,500  2,000  －

  
１年以内 

（百万円） 

１年超 

２年以内 

（百万円） 

２年超 

３年以内 

（百万円） 

３年超 

４年以内 

（百万円） 

４年超 

５年以内  

（百万円） 

５年超  

（百万円） 

長期借入金  701  486  4,300  2,935  4,022  417
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前連結会計年度（平成23年３月31日） 

１．その他有価証券 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額244百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積るこ

と等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表の「その他有価証券」には含めておりま

せん。 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

  

３．減損処理を行った有価証券  

 当連結会計年度において、投資有価証券について155百万円（その他有価証券の株式16百万円、非連結子会社株式139

百万円）減損処理を行っております。 

  

（有価証券関係）

  種類 連結貸借対照表
計上額（百万円） 取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

（１）株式  447  264  183

（２）債券       

①国債・地方債  42  41  1

②社債  －  －  －

（３）その他  －  －  －

小計  489  305  184

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

（１）株式  90  105  △15

（２）債券       

①国債・地方債  －  －  －

②社債  －  －  －

（３）その他  －  －  －

小計  90  105  △15

合計  579  410  169

種類 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

（１）株式  74  39  4

（２）債券       

①国債・地方債  －  －  －

②社債  －  －  －

（３）その他  －  －  －

合計  74  39  4
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当連結会計年度（平成24年３月31日） 

１．その他有価証券 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額262百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積るこ

と等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表の「その他有価証券」には含めておりま

せん。 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

  

３．減損処理を行った有価証券  

 当連結会計年度において、投資有価証券について16百万円（その他有価証券の株式16百万円）減損処理を行っており

ます。 

  

  種類 連結貸借対照表
計上額（百万円） 取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

（１）株式  461  261  200

（２）債券       

①国債・地方債  60  59  1

②社債  －  －  －

（３）その他  －  －  －

小計  521  320  201

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

（１）株式  93  117  △24

（２）債券       

①国債・地方債  －  －  －

②社債  －  －  －

（３）その他  －  －  －

小計  93  117  △24

合計  614  437  177

種類 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

（１）株式  60  42  －

（２）債券       

①国債・地方債  －  －  －

②社債  －  －  －

（３）その他  －  －  －

合計  60  42  －
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前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

（１）通貨関連  

（注）時価の算定方法 

   為替予約取引における時価は先物為替相場によっております。 

  

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

 該当するものはありません。 

   

当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

（１）通貨関連  

（注）時価の算定方法 

   為替予約取引における時価は先物為替相場によっております。 

  

（デリバティブ取引関係）

区分 種類 

前連結会計年度（平成23年３月31日）   

契約額等 
（百万円） 

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

  
  

市場取

引以外

の取引 

為替予約取引           

売建           

アメリカドル  8  －  △0  △0

買建           

アメリカドル  319  －  2  2

香港ドル  162  －  △2  △2

タイバーツ  69  －  △0  △0

ユーロ  657  －  16  16

カナダドル  460  －  12  12

合計  1,675  －  28  28

区分 種類 

当連結会計年度（平成24年３月31日）   

契約額等 
（百万円） 

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

  
  

市場取

引以外

の取引 

為替予約取引           

売建           

アメリカドル  2  －  △0  △0

買建           

アメリカドル  327  －  △1  △1

香港ドル  249  －  △6  △6

タイバーツ  136  －  △2  △2

ユーロ  81  －  5  5

合計  795  －  △4  △4

- 32 -

郵船ロジスティクス（株）（9370）平成24年３月期　決算短信 



（２）金利関連 

 (注) 時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

 該当するものはありません。 

   

区分 種類 

当連結会計年度（平成24年３月31日）   

契約額等 
（百万円） 

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

  
  

市場取

引以外

の取引 

金利スワップ取引           

受取変動・支払固定  182  154  △8  △8   

合計  182  154  △8  △8
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１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けてお

ります。また、従業員の退職等に際して退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない特別

退職金を支払う場合があります。一部の国内連結子会社は確定拠出型制度を、一部の在外連結子会社は確定給付型制

度及び確定拠出型制度を設けております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

（注）１．一部の国内連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

   ２．Yusen Logistics（Americas）Inc.においては、費用処理されていない数理計算上の差異等の未認識額を   
     貸借対照表で計上しております。 
  

３．退職給付費用の内訳 

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、（１）勤務費用に計上しております。 

  

（退職給付関係）

  
前連結会計年度

（平成23年３月31日） 
当連結会計年度

（平成24年３月31日） 

（１） 退職給付債務（百万円）  △10,492    △15,862   

（２） 年金資産（百万円）  6,101    10,317   

（３） 未積立退職給付債務 （１）＋（２）（百万円）  △4,391    △5,545   

（４） 未認識数理計算上の差異（百万円）  1,037    1,861   

（５） 連結貸借対照表計上額純額 （３）＋（４）（百万円）  △3,354    △3,684   

（６） 前払年金費用（百万円）  263    362   

（７） 退職給付引当金 （５）－（６）（百万円）  △3,617    △4,046   

  
前連結会計年度

（自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日）   

当連結会計年度
（自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日）   

退職給付費用         

（１） 勤務費用（百万円）  593    580   

（２） 利息費用（百万円）  261    500   

（３） 期待運用収益（減算）（百万円）  △215    △422   

（４） 過去勤務債務の費用処理額（百万円）  △30    4   

（５） 数理計算上の差異の費用処理額（百万円）  208    349   

（６） 退職給付費用（百万円）  817    1,011   
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  
前連結会計年度

（平成23年３月31日） 
当連結会計年度

（平成24年３月31日） 

（１） 割引率 主として ％ 2.00 主として ％ 2.00

（２） 期待運用収益率 主として ％ 3.00 主として ％ 3.00

（３） 退職給付見込額の期間配分方法 主として期間定額基準 同左 

（４） 

  

過去勤務債務の額の処理年数 

  

発生時に一括費用処理するこ

ととしております。 

同左 

  

（５） 数理計算上の差異の処理年数 主として 年 10 主として 年 10

    （各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務

期間以内の年数による定額法

により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしておりま

す。） 

同左 
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（百万円） （百万円）

繰延税金資産   

退職給付引当金  1,348

賞与引当金  665

未払事業税及び事業所税  67

役員退職慰労引当金  138

貸倒引当金  159

減価償却費  366

減損損失  473

繰越欠損金  30

会員権評価損  131

有価証券評価損  126

未払費用  42

その他  143

繰延税金資産小計  3,688

評価性引当金  △475

繰延税金資産合計  3,213

    

繰延税金負債   

減価償却費  △77

前払年金費用  △46

その他有価証券評価差額金  △65

その他  △7

繰延税金負債合計  △195

繰延税金資産の純額  3,018

繰延税金資産   

退職給付引当金  1,310

賞与引当金  628

未払事業税及び事業所税  46

役員退職慰労引当金  142

貸倒引当金  304

減価償却費  370

減損損失  1

繰越欠損金  1,493

会員権評価損  117

有価証券評価損  73

未払費用  219

関係会社株式  142

その他  323

繰延税金資産小計  5,168

評価性引当金  △772

繰延税金資産合計  4,396

    

繰延税金負債   

減価償却費  △623

前払年金費用  △32

その他有価証券評価差額金  △21

その他  △357

繰延税金負債合計  △1,033

繰延税金資産の純額  3,363

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

おります。 

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

おります。 

（百万円） （百万円）

流動資産－繰延税金資産  841

固定資産－繰延税金資産  2,254

流動負債－繰延税金負債  △2

固定負債－繰延税金負債  △75

流動資産－繰延税金資産  1,471

固定資産－繰延税金資産  2,546

流動負債－繰延税金負債  △350

固定負債－繰延税金負債  △304
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前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に

重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別

の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重

要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の

内訳 

（％） （％）

  

  

  

３．          ―――――――― 
  

国内の法定実効税率  40.4

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目  2.3

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △8.1

住民税の均等割等  1.0

受取配当金の連結消去  8.5

海外子会社の税率による差異  △11.1

評価性引当金  0.1

外国税額控除 

持分法投資損益  

 

 

△0.7

△2.1

その他  0.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率  31.0

  

  

国内の法定実効税率  40.4

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目  1.1

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △27.8

住民税の均等割等  0.9

受取配当金の連結消去  26.4

海外子会社の税率による差異  △7.0

評価性引当金  2.5

外国税額控除 

持分法投資損益  

 

 

△0.4

△4.0

税率変更による繰延税金資産の減額修正  3.1

独禁法関連引当金   7.7

その他  1.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率  44.4

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の

金額の修正 

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための

所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第114号）及

び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必

要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）

が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始

する連結会計年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の

課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産

及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

40.4％から平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成

26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時

差異については38.0％に、平成27年４月１日に開始する連結会

計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、35.6％と

なります。 

 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の

金額を控除した金額）は205百万円減少し、法人税等調整額が

208百万円、その他有価証券評価差額金が３百万円それぞれ増加

しております。  
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当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）  

 当社と日本郵船株式会社（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：工藤泰三。以下、日本郵船という。）は、

物流事業の最適化及び効率化を図り、グループ・シナジーを最大限に発揮することによりその事業価値を向上さ

せ、物流業界における真のグローバル・プレイヤーとしての地位を確立することを目的として、物流事業の再編と

統合を実施いたしました。重要な企業結合の概要は次のとおりであります。 

  

１．当社の連結子会社であるYusen Logistics（Americas）Inc.を存続会社とし、日本郵船の連結子会社であるNYK 

LOGISTICS（AMERICAS）INC.を消滅会社とする吸収合併をいたしました。また、合併効力発生後に、当社は、NYK 

GROUP AMERICAS INC.他より、Yusen Logistics（Americas）Inc.の株式を取得いたしました。その結果、当社の

持分割合は51.0％となりました。 

  

（１）企業結合の概要 

① 被取得企業の名称及び事業の内容 

１）被取得企業の名称 NYK LOGISTICS（AMERICAS）INC. 

２）事業の内容 国際海上フォワーディング事業、コントラクトロジスティクス事業、国内運送事業、他 

  

② 企業結合日 

 平成23年４月１日 

  

③ 企業結合の法的形式 

 吸収合併 

  

④ 結合後企業の名称 

 Yusen Logistics（Americas）Inc. 

  

⑤ 取得した議決権比率 

 議決権比率 19.7％ 

  

（２）連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間 

 平成23年４月１日から平成24年３月31日まで 

  

（３）被取得企業の取得原価及びその内訳 

  

（４）株式の種類別の割当比率及びその算定方法並びに交付した株式数 

① 株式の種類別の割当比率 

 NYK LOGISTICS（AMERICAS）INC.の普通株式１株：Yusen Logistics（Americas）Inc.の普通株式531株 

  

② 株式割当比率の算定方法 

 当該吸収合併に係る割当ての内容の算定にあたっては、その公正性・妥当性を確保するため、当社と日本郵

船は、それぞれ別個に、両社から独立した第三者算定機関に算定を依頼することとし、当社はプライスウォー

ターハウスクーパース株式会社を、日本郵船は株式会社KPMG FASを、それぞれの第三者算定機関として選定い

たしました。当該第三者算定機関よりの算定結果を参考に、当社と日本郵船は、それぞれの統合対象子会社の

財務の状況、資産の状況、将来の見通し等を総合的に勘案し、両社で慎重に交渉及び協議の上、合意決定いた

しました。 

  

③ 交付した株式数 

 569,763株 

  

（企業結合等関係）

 取得の対価  企業結合日に交付したYusen Logistics（Americas）Inc.の普通株式の時価 百万円2,575

 取得原価 百万円2,575
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（５）株式取得の内容 

① 取得株式数及び取得価額 

  

② 取得後の所有株式の状況 

  

（６）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

① 発生したのれんの金額 

 495百万円 

② 発生原因 

 主として今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。 

③ 償却方法及び償却期間 

 ３年間にわたる均等償却 

  

（７）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

  

（８）企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼ

す影響の概算額及びその算定方法 

 該当事項はありません。 

  

２．当社の連結子会社であるYusen Logistics（Europe）B.V.を存続会社とし、日本郵船の連結子会社であるNYK 

LOGISTICS（EUROPE CONTINENT）B.V.を消滅会社とする吸収合併をいたしました。 

  

（１）企業結合の概要 

① 被取得企業の名称及び事業の内容 

１）被取得企業の名称 NYK LOGISTICS（EUROPE CONTINENT）B.V. 

２）事業の内容 日本郵船グループの欧州物流持株会社 

  

② 企業結合日 

 平成23年４月１日 

  

③ 企業結合の法的形式 

 吸収合併 

  

④ 結合後企業の名称 

 Yusen Logistics（Europe）B.V. 

  

取得株式数 普通株式 株 221,980

取得価額 百万円 4,083

異動前の所有株式数 

（持分比率） 

  

郵船ロジスティクス株式会社

株（19.7％） 

  

140,000

NYK GROUP AMERICAS INC. 株 

ＮＹＫロジスティックスジャパン株式会社 株 

合計 株（80.3％） 

563,922

5,841

569,763

異動後の所有株式数 

（持分比率）  

郵船ロジスティクス株式会社

株（51.0％） 361,980

NYK GROUP AMERICAS INC. 

株（49.0％） 347,783

資産 負債 

項目 帳簿価額（百万円） 項目 帳簿価額（百万円）

流動資産  8,912 流動負債  7,476

固定資産  8,417 固定負債  463

合計  17,329 合計  7,939
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⑤ 取得した議決権比率 

 議決権比率 53.7％ 

  

（２）連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間 

 平成23年４月１日から平成24年３月31日まで 

  

（３）被取得企業の取得原価及びその内訳 

  

（４）株式の種類別の割当比率及びその算定方法並びに交付した株式数 

① 株式の種類別の割当比率 

 NYK LOGISTICS(EUROPE CONTINENT)B.V.の普通株式１株：Yusen Logistics(Europe)B.V.の普通株式88.75株 

  

② 株式割当比率の算定方法 

 当該吸収合併に係る割当ての内容の算定にあたっては、その公正性・妥当性を確保するため、当社と日本郵

船は、それぞれ別個に、両社から独立した第三者算定機関に算定を依頼することとし、当社はプライスウォー

ターハウスクーパース株式会社を、日本郵船は株式会社KPMG FASを、それぞれの第三者算定機関として選定い

たしました。当該第三者算定機関よりの算定結果を参考に、当社と日本郵船は、それぞれの統合対象子会社の

財務の状況、資産の状況、将来の見通し等を総合的に勘案し、両社で慎重に交渉及び協議の上、合意決定いた

しました。 

  

③ 交付した株式数 

 15,975株 

  

（５）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

 該当事項はありません。 

  

（６）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

（注）NYK LOGISTICS（EUROPE CONTINENT）B.V.及び傘下の物流子会社の金額を単純合算した値です。 

  

（７）企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼ

す影響の概算額及びその算定方法 

 該当事項はありません。  

  

３．当社の連結子会社であるYusen Logistics（Europe）B.V.は、日本郵船の連結子会社であるNYK GROUP EUROPE 

LTD.より、日本郵船の連結子会社であるYusen Logistics（UK）Ltd.の株式を取得いたしました。 

  

（１）企業結合の概要 

① 株式取得の相手企業の名称 

 NYK GROUP EUROPE LTD. 

  

② 被取得企業の名称及び事業の内容 

１）被取得企業の名称 Yusen Logistics（UK）Ltd.  

２）事業の内容 国際海上フォワーディング事業、コントラクトロジスティクス事業、国内運送事業、他  

  

 取得の対価  企業結合日に交付したYusen Logistics（Europe）B.V.の普通株式の時価 百万円1,087

 取得原価 百万円1,087

資産 負債 

項目 帳簿価額（百万円） 項目 帳簿価額（百万円）

流動資産  14,610 流動負債  12,595

固定資産  12,510 固定負債  3,324

合計  27,120 合計  15,919
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③ 株式取得日 

 平成23年４月17日 

  

④ 企業結合の法的形式 

 株式の購入 

  

（２）連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間 

 平成23年４月１日から平成24年３月31日まで 

  

（３）取得株式数、取得価額及び取得後の所有株式の状況 

  

（４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

① 発生したのれんの金額 

 434百万円 

② 発生原因 

 主として今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。 

③ 償却方法及び償却期間 

 ３年間にわたる均等償却 

  

（５）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

  

（６）企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼ

す影響の概算額及びその算定方法 

 該当事項はありません。 

  

４．当社の連結子会社であるYusen Logistics（Hong Kong）Limitedは、日本郵船の連結子会社であるNYK LOGISTICS

（HONG KONG）LTD.の事業の一部を譲受けいたしました。 

  

（１）企業結合の概要 

① 相手企業の名称 

 NYK LOGISTICS（HONG KONG）LTD. 

  

② 取得した事業の内容 

 国際海上フォワーディング事業、コントラクトロジスティクス事業、国内運送事業、他 

  

③ 企業結合日 

 平成23年４月１日 

  

④ 企業結合の法的形式 

 事業譲受け 

  

取得株式数 普通株式 株 40,930,000

取得価額 百万円 2,054

取得後の所有株式数（持分比率） 普通株式 株（100％） 40,930,000

資産 負債 

項目 帳簿価額（百万円） 項目 帳簿価額（百万円）

流動資産  6,658 流動負債  7,486

固定資産  3,710 固定負債  1,262

合計  10,368 合計  8,748

- 41 -

郵船ロジスティクス（株）（9370）平成24年３月期　決算短信 



（２）連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間 

 平成23年４月１日から平成24年３月31日まで 

  

（３）取得した事業の取得原価及びその内訳 

  

（４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

 該当事項はありません。 

  

（５）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳  

  

（６）企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼ

す影響の概算額及びその算定方法 

 該当事項はありません。  

  

 取得の対価 百万円2,145

 取得原価 百万円2,145

資産 負債 

項目 帳簿価額（百万円） 項目 帳簿価額（百万円）

流動資産  107 流動負債  76

固定資産  2,165 －  －

合計  2,272 合計  76
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１．報告セグメントの概要 

  当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、主に貨物輸送サービスを提供しており、国内においては当社及び子会社が、海外においては米

州、欧州、東アジア及び南アジア・オセアニアの各地域において、米国法人、英国法人、香港法人、シンガポ

ール法人等の主要国に設立された現地法人が担当しております。広範な地域に亘り国際物流サービスを提供す

るため、各法人はそれぞれの地域本部が統括する事業戦略に基づき、活動を展開しております。 

 したがって、当社は、サービスの提供体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日

本」、「米州」、「欧州」、「東アジア」及び「南アジア・オセアニア」の５つを報告セグメントとしており

ます。 

  

２．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益をベースとした数値であります。セ

グメント間の内部営業収益は、市場実勢価格に基づいております。 

  

３．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

 前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

（単位：百万円）

  

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

  

報告セグメント

調整額 
(注)１ 

連結財務諸
表計上額 
(注)２ 

日本 米州 欧州 東アジア
南アジア・
オセアニア

合計 

営業収益                 

外部顧客への営業収益  77,424  12,843  14,200  30,768  25,553  160,788  －  160,788

セグメント間の内部営業収益 
又は振替高 

 211  628  822  937  189  2,787  △2,787  －

計  77,635  13,471  15,022  31,705  25,742  163,575  △2,787  160,788

セグメント利益  333  749  527  2,001  1,352  4,962  △15  4,947

セグメント資産  45,589  7,264  11,178  15,826  12,038  91,895  △3,532  88,363

その他の項目                                          

 減価償却費  1,102  119  152  98  309  1,780  －  1,780

 のれんの償却額  10  －  －  －  5  15  4  19

 持分法適用会社への投資額  502  －  －  －  －  502  730  1,232

 有形固定資産及び 

 無形固定資産の増加額 
 869  56  64  104  185  1,278  －  1,278
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 当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

（単位：百万円）

 （注）１．調整額の内容は次のとおりであります。 

     営業収益                    （単位：百万円） 

セグメント利益                  （単位：百万円）  

セグメント資産                  （単位：百万円）  

※全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない提出会社の現金及び預金、投資有価証券であります。 

持分法適用会社への投資額                    

 報告セグメントに帰属しない持分法適用会社への投資額であります。 

  

    ２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  

報告セグメント

調整額 
(注)１ 

連結財務諸
表計上額 
(注)２ 

日本 米州 欧州 東アジア
南アジア・
オセアニア

合計 

営業収益                 

外部顧客への営業収益  83,476  68,538  75,470  39,362  42,158  309,004  －  309,004

セグメント間の内部営業収益 
又は振替高 

 285  1,518  1,352  522  282  3,959  △3,959  －

計  83,761  70,056  76,822  39,884  42,440  312,963  △3,959  309,004

セグメント利益又は損失（△）  1,675  △577  924  2,114  2,331  6,467  △195  6,272

セグメント資産  55,668  23,440  36,633  19,959  34,142  169,842  △18,727  151,115

その他の項目                                          

 減価償却費  1,057  648  1,386  417  764  4,272  －  4,272

 のれんの償却額  20  112  173  －  3  308  281  589

 持分法適用会社への投資額  502  －  －  －  662  1,164  1,070  2,234

 有形固定資産及び 

 無形固定資産の増加額 
 591  617  834  665  944  3,651  －  3,651

  前連結会計年度 当連結会計年度 

 セグメント間取引消去  △2,787  △3,959

合計  △2,787  △3,959

  前連結会計年度 当連結会計年度 

 セグメント間取引消去  △11  △2

 のれんの償却額  △4  △281

 その他の調整額  0  88

合計  △15  △195

  前連結会計年度 当連結会計年度 

 債権と債務の相殺消去  △5,477  △7,781

 投資と資本の相殺消去  △6,693  △14,669

 全社資産※  8,726  3,811

 その他の調整額  △88  △88

合計  △3,532  △18,727
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Ⅰ 前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 １．サービスに関する情報 

                                    （単位：百万円） 

  

 ２．地域に関する情報 

 （１）営業収益 

                                      （単位：百万円） 

 （注）１．営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

     ２.「中国」の区分は、香港を含んでおります。  

  

 （２）有形固定資産   

                                  （単位：百万円）  

  

  

 ３．主要な顧客に関する情報 

連結損益計算書の営業収益の10％以上を占める顧客が存在しないため記載を省略しております。 

  

ｂ．関連情報

  貨物運送事業 旅行事業 その他事業 合計 

 外部顧客への営業収益 156,945 3,732 111 160,788

日本 米州 欧州 東アジア 南アジア・ 
オセアニア その他 合計 

    米国     中国     

 76,579  12,992  11,924  14,424  30,973  27,764  25,818  2 160,788

日本 米州 欧州 東アジア 南アジア・オセアニア 合計 

    米国     タイ   

 11,782  1,861  1,349  1,421  823  1,129  152  17,016
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Ⅱ 当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

 １．サービスに関する情報  

 貨物運送事業の外部顧客への営業収益が連結損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略して

おります。 

  

 ２．地域に関する情報 

 （１）営業収益 

                                         （単位：百万円） 

                                                
 （注）１．営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 
    ２．「中国」の区分は、香港を含んでおります。 

    ３．当連結会計年度において、米国と中国は連結損益計算書の営業収益の金額の10％以上を占める  

       ため、個別に掲記しております。 

  

 （２）有形固定資産 

                                     （単位：百万円） 

  
 （注）当連結会計年度末において、米国とタイは連結貸借対照表の有形固定資産の金額の10％以上を占める 

    ため、個別に掲記しております。  

  

 ３．主要な顧客に関する情報 

連結損益計算書の営業収益の10％以上を占める顧客が存在しないため記載を省略しております。 

  

 前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

                               （単位：百万円）  

  

 当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

該当事項はありません。  

日本 米州 欧州 東アジア 南アジア・ 
オセアニア その他 合計 

    米国     中国     

 82,748  68,684  67,522  75,563  39,552  35,926  42,455  2 309,004

日本 米州 欧州 東アジア 南アジア・オセアニア 合計 

    米国     タイ   

 11,169  6,799  6,326  11,724  2,428  7,646  4,526  39,766

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

  日本 米州 欧州 東アジア 南アジア・ 
オセアニア 合計 

 減損損失  66  －  －  －  －  66
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 前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

                                 （単位：百万円） 

  

 当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

                                 （単位：百万円） 

  

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

 重要な負ののれん発生益はありません。 

  

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

    日本 米州 欧州 東アジア 南アジア・
オセアニア

全社・消去 合計 

 のれん 
当期償却額  10  －  －  －  5  4  19

当期末残高  49  －  －  －  3  －  52

 負ののれん 
当期償却額  3  －  －  －  －  －  3

当期末残高  2  －  －  －  －  －  2

    日本 米州 欧州 東アジア 南アジア・
オセアニア

全社・消去 合計 

 のれん 
当期償却額  20  112  173  －  3  281  589

当期末残高  29  1,509  807  －  －  536  2,881

 負ののれん 
当期償却額  2  －  －  －  －  －  2

当期末残高  0  －  －  －  －  －  0

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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 関連当事者との取引に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、

開示を省略しております。 

  

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。 

   

（関連当事者情報）

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,260.69円

１株当たり当期純利益金額 85.85円

１株当たり純資産額 1,368.47円

１株当たり当期純利益金額 59.91円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当期純利益（百万円）  3,621  2,526

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  3,621  2,526

期中平均株式数（株）  42,170,233  42,170,022

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,923 2,927

受取手形 1 ※3  0

営業未収入金 ※1  13,810 ※1  15,335

貯蔵品 11 11

前払費用 267 256

繰延税金資産 563 505

関係会社短期貸付金 24 93

未収入金 162 ※1  1,391

その他 550 456

貸倒引当金 △11 △15

流動資産合計 23,300 20,959

固定資産   

有形固定資産   

建物 11,208 11,256

減価償却累計額 △6,071 △6,458

建物（純額） 5,137 4,798

構築物 484 486

減価償却累計額 △333 △354

構築物（純額） 151 132

車両運搬具 81 15

減価償却累計額 △66 △11

車両運搬具（純額） 15 4

工具、器具及び備品 1,443 1,509

減価償却累計額 △962 △1,082

工具、器具及び備品（純額） 481 427

土地 5,873 5,703

有形固定資産合計 11,657 11,064

無形固定資産   

のれん 49 29

ソフトウエア 728 695

ソフトウエア仮勘定 39 17

電話加入権 39 39

電信電話専用施設利用権 0 0

その他 2 1

無形固定資産合計 857 781
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 772 758

関係会社株式 8,600 17,088

関係会社出資金 59 59

従業員に対する長期貸付金 1 0

破産更生債権等 13 32

長期前払費用 8 26

繰延税金資産 1,967 1,361

差入保証金 982 985

会員権 170 165

前払年金費用 73 78

独禁法課徴金 1,728 1,728

その他 256 255

貸倒引当金 △267 △294

投資その他の資産合計 14,362 22,241

固定資産合計 26,876 34,086

資産合計 50,176 55,045

負債の部   

流動負債   

営業未払金 ※1  7,492 ※1  8,056

短期借入金 ※1  1,031 －

未払金 826 1,056

未払費用 149 158

未払法人税等 305 203

預り金 95 161

ＣＭＳ預り金 ※1  3,676 ※1  3,723

賞与引当金 1,134 1,045

独禁法関連引当金 － 1,268

その他 74 154

流動負債合計 14,782 15,824

固定負債   

長期借入金 4,500 8,500

退職給付引当金 2,361 2,411

役員退職慰労引当金 284 313

独禁法関連引当金 1,728 1,728

その他 47 46

固定負債合計 8,920 12,998

負債合計 23,702 28,822
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,301 4,301

資本剰余金   

資本準備金 4,744 4,744

その他資本剰余金 68 68

資本剰余金合計 4,812 4,812

利益剰余金   

利益準備金 337 337

その他利益剰余金   

別途積立金 15,500 15,500

繰越利益剰余金 1,452 1,188

利益剰余金合計 17,289 17,025

自己株式 △69 △69

株主資本合計 26,333 26,069

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 141 154

評価・換算差額等合計 141 154

純資産合計 26,474 26,223

負債純資産合計 50,176 55,045
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業収益   

貨物運送業収益 70,895 77,087

その他の事業収益 254 244

営業収益合計 71,149 77,331

営業原価   

貨物運送業原価 57,037 60,983

その他の事業原価 132 135

営業原価合計 57,169 61,118

営業総利益 13,980 16,213

販売費及び一般管理費   

役員報酬 222 240

給料及び賞与 5,511 6,071

賞与引当金繰入額 946 856

退職給付費用 524 495

役員退職慰労引当金繰入額 94 147

福利厚生費 1,215 1,413

業務委託費 1,316 1,391

販売手数料 939 810

広告宣伝費 60 32

賃借料 599 658

減価償却費 609 595

のれん償却額 10 19

その他 2,347 2,487

販売費及び一般管理費合計 14,392 15,214

営業利益又は営業損失（△） △412 999

営業外収益   

受取利息 3 4

受取配当金 ※1  1,190 ※1  1,229

為替差益 440 429

債務勘定整理益 2 －

その他 74 113

営業外収益合計 1,709 1,775

営業外費用   

支払利息 ※1  29 ※1  48

固定資産除却損 28 20

その他 5 13

営業外費用合計 62 81

経常利益 1,235 2,693
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

特別利益   

投資有価証券売却益 22 －

関係会社清算益 － 33

特別利益合計 22 33

特別損失   

投資有価証券評価損 16 17

会員権評価損 3 5

減損損失 ※2  66 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 11 －

独禁法関連引当金繰入額 － ※3  1,268

特別損失合計 96 1,290

税引前当期純利益 1,161 1,436

法人税、住民税及び事業税 313 236

法人税等調整額 △129 663

法人税等合計 184 899

当期純利益 977 537
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１. 貨物運送業原価 

２. その他の事業原価 

  

営業原価明細書

    
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円）

構成比
（％） 金額（百万円） 構成比

（％） 

Ⅰ 運賃   38,492 67.5  40,093 65.7

Ⅱ 人件費   2,152 3.8  2,375 3.9

（うち賞与引当金繰入額）   (182)    (183)   

（うち退職給付費用）   (73)    (82)   

Ⅲ 経費           

１．運搬料   5,624    5,914   

２．保管作業料   3,547    3,555   

３．混載貨物仕分費用   821    883   

４．通信費   47    53   

５．賃借料   455    537   

６．減価償却費   324    304   

７．その他経費   5,575    7,269   

経費計   16,393 28.7  18,515 30.4

営業原価   57,037 100.0  60,983 100.0

            

    
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円）

構成比
（％） 金額（百万円） 構成比

（％） 

Ⅰ 経費           

１．減価償却費   87    85   

２．その他経費   45    50   

経費計   132 100.0  135 100.0

営業原価   132 100.0  135 100.0
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 4,301 4,301

当期末残高 4,301 4,301

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 4,744 4,744

当期末残高 4,744 4,744

その他資本剰余金   

当期首残高 68 68

当期末残高 68 68

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 337 337

当期末残高 337 337

その他利益剰余金   

別途積立金   

当期首残高 16,000 15,500

当期変動額   

別途積立金の取崩 △500 －

当期変動額合計 △500 －

当期末残高 15,500 15,500

繰越利益剰余金   

当期首残高 691 1,452

当期変動額   

別途積立金の取崩 500 －

剰余金の配当 △716 △801

当期純利益 977 537

当期変動額合計 761 △264

当期末残高 1,452 1,188

自己株式   

当期首残高 △68 △69

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 △1 △0

当期末残高 △69 △69
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本合計   

当期首残高 26,073 26,333

当期変動額   

剰余金の配当 △716 △801

当期純利益 977 537

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 260 △264

当期末残高 26,333 26,069

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 159 141

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △18 13

当期変動額合計 △18 13

当期末残高 141 154

評価・換算差額等合計   

当期首残高 159 141

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △18 13

当期変動額合計 △18 13

当期末残高 141 154

純資産合計   

当期首残高 26,232 26,474

当期変動額   

剰余金の配当 △716 △801

当期純利益 977 537

自己株式の取得 △1 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △18 13

当期変動額合計 242 △251

当期末残高 26,474 26,223
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 該当事項はありません。 

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）重要な会計方針

項目 
当事業年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方

法 

（１）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法によっております。 

  （２）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法によっております。 

２．デリバティブ等の評価基準及び

評価方法 

 時価法によっております。 

３．固定資産の減価償却の方法 （１）有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法を採用しております。ただし豊岡物流センター、郵船ロジ・福本ビ

ル及び磐田物流センターの建物及び構築物につきましては、定額法を採用し

ております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

  建物            ３～60年 

  構築物           ３～60年 

  車両運搬具         ４～６年 

  工具、器具及び備品     ２～20年 

  （２）無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

  自社利用のソフトウエア     ５年 

  （３）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

  （４）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。  

４．引当金の計上基準 （１）貸倒引当金 

 債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につきましては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

  （２）賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度

の負担額を計上しております。 

  （３）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。 

   なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 
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項目 
当事業年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

  （４）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

  （５）独禁法関連引当金 

① 米国独占禁止法に関して、将来発生しうる損失の現時点での見積額を計

上しております。 

② 独占禁止法第３条の規定の違反に係る課徴金納付命令に備えるため、本

命令に基づいた損失見積額を計上しております。 

５．ヘッジ会計の方法 （１）ヘッジ会計の方法 

 当社がヘッジ手段として用いる為替予約は、振当処理の適用要件を充たし

ておりますので振当処理を採用しております。 

  （２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約 借入金 

  （３）ヘッジ方針 

 当社は為替変動のリスクを回避する目的で為替予約を行っております。こ

れらの取引の実行に当たっては当社の内規である「資金運用規程」に従い、

担当取締役の承認を受け、さらに重要なものにつきましては取締役会の承認

を得ております。また、信用リスクを回避するため、高格付を有する金融機

関とのみ取引を行っております。 

  （４）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象とヘッジ手段との関係が直接的であり、為替相場の変動による

キャッシュ・フローの変動を完全に相殺するものと想定されるため、有効性

の評価を省略しております。  

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理の方法 

 税抜方式によっております。 

（６）表示方法の変更

当事業年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

（貸借対照表） 

 前事業年度において、「流動資産」の「その他」に含めていた「未収入金」は、資産の総額の100分の１を超えた

ため、区分掲記いたしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っており

ます。 

 この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「その他」に表示していた712百万円は、「未収入

金」162百万円、「その他」550百万円として組み替えております。  

（７）追加情報

当事業年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。  
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（８）個別財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成23年３月31日） 

当事業年度 
（平成24年３月31日） 

※１．関係会社に対する主な資産・負債 ※１．関係会社に対する主な資産・負債 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対

するものは次のとおりであります。 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対

するものは次のとおりであります。 

営業未収入金 2,207百万円

営業未払金 2,815百万円

短期借入金 1,031百万円

ＣＭＳ預り金 3,676百万円

営業未収入金 3,148百万円

未収入金 1,346百万円

営業未払金 3,763百万円

ＣＭＳ預り金 3,723百万円

２．偶発債務 ２．偶発債務 

 下記の取引、借入金について債務保証を行っております。  下記の取引、借入金について債務保証を行っております。 

郵船トラベル株式会社 8百万円 

菱和ダイヤモンド 

航空サービス株式会社 
21百万円 

従業員 8百万円 

計 37百万円 

Yusen Logistics（UK）Ltd. 6,864百万円 

Yusen Logistics（Americas）Inc. 2,483百万円 

Yusen Logistics（Italy）S.P.A. 1,412百万円 

Yusen Logistics（France）S.A.S. 1,394百万円 

Yusen Logistics（Belgium）N.V. 1,255百万円 

Yusen Logistics（Czech）s.r.o. 713百万円 

Yusen Logistics（Deutschland）

GmbH 
639百万円 

Yusen Logistics RUS LLC 368百万円 

Yusen Logistics（Iberica）S.A. 334百万円 

NYK LOGISTICS（AUSTRALIA）

PTY.LTD. 
309百万円 

Yusen Logistics（India）Ltd. 88百万円 

Yusen Logistics（Europe）B.V. 44百万円 

Yusen Logistics（Hungary）KFT. 40百万円 

菱和ダイヤモンド航空サービス株

式会社 
28百万円 

Yusen Logistics（Edam）B.V. 25百万円 

Yusen Logistics Do Brasil Ltda. 20百万円 

郵船トラベル株式会社  16百万円 

従業員  9百万円 

Yusen Logistics（Singapore）

Pte.Ltd. 
6百万円 

計 16,047百万円 

 ３．         ────── ※３．期末日満期手形 

   期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決

済処理しております。なお、当事業年度の末日が金融機関の休日

であったため、次の期末日満期手形が当事業年度末残高に含まれ

ております。 

  受取手形 0百万円 
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（損益計算書関係）

前事業年度 
          （自 平成22年４月１日 
           至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
          （自 平成23年４月１日 
           至 平成24年３月31日） 

※１．関係会社に係る注記 

 各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおりであ

ります。 

※１．関係会社に係る注記 

 各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおりであ

ります。 

受取配当金 1,173百万円 

支払利息 21百万円  

受取配当金 1,181百万円 

支払利息 17百万円  

※２．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計

上しております。 

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主と

して事業区分別、営業本部別及び遊休資産にグルーピングしてお

ります。 

 上記の資産について、売却処分により当該資産グループの回収

可能価額が帳簿価額を著しく下回る見込みであるため、減損損失

を認識いたしました。 

 なお、当該資産グループの回収可能価額は、売却見込額を正味

売却価額として測定しております。  

場所 用途 種類 減損損失
（百万円）

大阪府泉佐野市 遊休資産 土地 66

 ２．         ────── 

 ３．         ──────  ※３．独禁法関連引当金繰入額 

（追加情報） 

 米国独占禁止法に関して、将来発生しうる損失の現時点での見

積額を計上しております。  
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 前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加438株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

 当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加128株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
当事業年度期首株式数

（株） 
当事業年度増加株式数

（株） 
当事業年度減少株式数

（株） 
当事業年度末株式数

（株） 

普通株式 （注）  50,296  438  －  50,734

合計  50,296  438  －  50,734

  
当事業年度期首株式数

（株） 
当事業年度増加株式数

（株） 
当事業年度減少株式数

（株） 
当事業年度末株式数

（株） 

普通株式 （注）  50,734  128  －  50,862

合計  50,734  128  －  50,862
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 前事業年度（平成23年３月31日） 

 子会社株式（貸借対照表計上額8,262百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、記載しておりません。関連会社株式については、金額の重要性が乏しいため記載を省略しておりま

す。  

   

 当事業年度（平成24年３月31日） 

 子会社株式（貸借対照表計上額16,749百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、記載しておりません。関連会社株式については、金額の重要性が乏しいため記載を省略しておりま

す。  

   

（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開

始日が、平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容

は次のとおりであります。 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

同左 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価額 
相 当 額 

（百万円） 

減価償却
累 計 額 
相 当 額 

（百万円） 

期末残高
相 当 額 

（百万円） 

工具、器具及び
備品 5  5 0

合計 5  5 0

取得価額
相 当 額 

（百万円） 

減価償却
累 計 額 
相 当 額 

（百万円） 

期末残高
相 当 額 

（百万円） 

工具、器具及び
備品  5  5 －

合計  5  5 －

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いため支払利子込み法に

より算定しております。           

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いため支払利子込み法に

より算定しております。           

(２)未経過リース料期末残高相当額 (２)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 0百万円

１年超 －百万円

合計 0百万円

１年内 －百万円

１年超 －百万円

合計 －百万円

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。         

            

(３)支払リース料及び減価償却費相当額 (３)支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 1百万円

減価償却費相当額 1百万円

支払リース料 0百万円

減価償却費相当額 0百万円

(４)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法によってお

ります。 

(４)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

     オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未

経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

     オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未

経過リース料 

１年内 178百万円

１年超 922百万円

合計 1,100百万円

１年内 178百万円

１年超 743百万円

合計 921百万円

（有価証券関係）
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（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成23年３月31日） 

当事業年度 
（平成24年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（百万円） （百万円）

繰延税金資産   

退職給付引当金  954

賞与引当金  516

未払事業税及び事業所税  42

役員退職慰労引当金  115

貸倒引当金  106

減価償却費  325

減損損失  473

有価証券評価損  80

関係会社株式評価損  208

会員権評価損  129

その他  51

繰延税金資産小計  2,999

評価性引当金  △419

繰延税金資産合計  2,580

    

繰延税金負債   

前払年金費用  △29

その他有価証券評価差額金  △19

その他  △2

繰延税金負債合計  △50

繰延税金資産の純額  2,530

繰延税金資産   

退職給付引当金  859

賞与引当金  455

未払事業税及び事業所税  35

役員退職慰労引当金  117

貸倒引当金  105

減価償却費  304

有価証券評価損  72

関係会社株式評価損  183

会員権評価損  115

関係会社株式  142

その他  47

繰延税金資産小計  2,434

評価性引当金  △518

繰延税金資産合計  1,916

    

繰延税金負債   

前払年金費用  △28

その他有価証券評価差額金  △21

その他  △1

繰延税金負債合計  △50

繰延税金資産の純額  1,866

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の

原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の

原因となった主要な項目別の内訳 

（％） （％）

  

国内の法定実効税率  40.4

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目   11.0

受取配当金等永久に益金に算入されない項

目  
 △38.8

住民税の均等割等   4.4

外国税額控除   △3.6

評価性引当金  0.6

その他  1.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率  15.8

国内の法定実効税率  40.4

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目   4.6

受取配当金等永久に益金に算入されない項

目  
 △49.3

住民税の均等割等   3.4

外国税額控除   △1.7

評価性引当金  11.6

税率変更による繰延税金資産の減額修正   14.0

独禁法関連引当金  35.7

その他  3.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率  62.6
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前事業年度 
（平成23年３月31日） 

当事業年度 
（平成24年３月31日） 

３．          ―――――――― ３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金

額の修正 

   「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所

得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第114号）及び

「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な

財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平

成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事

業年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われ

ることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.4％から平成24年４

月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に開始する事業

年度に解消が見込まれる一時差異については38.0％に、平成27年

４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に

ついては、35.6％となります。 

 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金

額を控除した金額）は198百万円減少し、法人税等調整額が201百

万円、その他有価証券評価差額金が３百万円それぞれ増加してお

ります。 
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 当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

 連結財務諸表「連結財務諸表に関する注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しており

ます。 

  

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

   

 該当事項はありません。  

（企業結合等関係）

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 627.80円

１株当たり当期純利益金額 23.17円

１株当たり純資産額 621.83円

１株当たり当期純利益金額 12.74円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

当期純利益（百万円）  977  537

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  977  537

期中平均株式数（株）  42,170,233  42,170,022

（重要な後発事象）
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